
－学生確保の見通し（本文）－ 1 － 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

学生の確保の見通し等を記載した書類 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

九州工業大学大学院生命体工学研究科 
博士前期課程 生命体工学専攻 

 
 
 
 
 
 

 



－学生確保の見通し（本文）－ 2 － 
 

目次 
（１）新設組織の概要 ..................................................................... 3 

①新設組織の概要（名称，入学定員（編入学定員），収容定員，所在地） ....................... 3 

②新設組織の特色 ....................................................................... 3 

（２）人材需要の社会的な動向等 ........................................................... 3 

①新設組織で養成する人材の全国的，地域的，社会的動向の分析 .............................. 3 

②中長期的な 18 歳人口等入学対象人口の全国的，地域的動向の分析 ........................... 4 

③新設組織の主な学生募集地域 ........................................................... 4 

④既設組織の定員充足の状況 ............................................................. 5 

（３）学生確保の見通し ................................................................... 6 

①学生確保に向けた具体的な取組と見込まれる効果 ......................................... 6 

②競合校の状況分析 ..................................................................... 8 

③学生確保に関するアンケート調査 ....................................................... 9 

④人材需要に関するアンケート調査等 .................................................... 10 

（４）新設組織の定員設定の理由 ............................................................................................................ 11 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



－学生確保の見通し（本文）－ 3 － 
 

（１）新設組織の概要  
①新設組織の概要（名称，入学定員（編入学定員），収容定員，所在地） 

新設組織 入学定員 収容定員 所在地 

九州工業大学大学院生

命体工学研究科生命体

工学専攻博士前期課程 

122 名 244 名 福岡県北九州市若松区

ひびきの 2-4 

 
②新設組織の特色 

九州工業大学大学院生命体工学研究科（以下，「本研究科」）は，人間や環境との親和性が高い新技術・

新産業創出を目指すため，「生命体の原理を知り，その原理を技術化する」独立研究科として，2000 年

に北九州学術研究都市に設立された。生体の構造的・物質的機能の工学的実現を教育研究対象とする生

体機能専攻，脳の情報処理機能の工学的実現を教育研究対象とする脳情報専攻の 2 専攻を設置した。

2014 年度に博士後期課程を生命体工学専攻に１専攻化し，博士前期課程は生体機能専攻を生体機能応用

工学専攻に，脳情報専攻を人間知能システム工学専攻に名称変更し，分野融合と社会ニーズ志向の明確

化を目指した。この結果，分野融合とグローバル化が進み，ロボット・AI分野や環境・エネルギー分野

で大型研究プロジェクト事業に採択される等，研究及び人材育成強化に成果をあげてきた。 

今回，既設の博士前期課程，生体機能応用工学専攻及び人間知能システム工学専攻の 2 専攻を廃止し，

生命体工学専攻（以下，「新設組織」）の１専攻を設置することを計画している。新設組織は，本研究科

設置の理念を継承し，「生命体工学」という特徴的な学問分野に基軸を据えながらも，今後の高度技術者

に必要な数理・データサイエンス・AI技術を実践的に学ぶことができ，分野融合を研究領域から教育領

域まで拡げる，社会変化に対応した特色を持つ専攻である。なお，新設組織における入学定員の増減は

行わない計画である。 

 

（２）人材需要の社会的な動向等  
①新設組織で養成する人材の全国的，地域的，社会的動向の分析 

社会と価値観が世界的規模で激しく変化する中，国内では人口減少や少子高齢化に伴う生産人口の減

少が進み，旧来の社会システムを揺るがす人材不足等の課題が顕在化している。そうした社会課題を解

決するために，将来の社会を支え，新たな価値を創造しイノベーションを創出できる人材の育成が求め

られている。特に，産業界ではデータ分析を活用した効率化や新しいビジネスモデルの創出が求められ

ており，工学における専門分野の深い知識と分野間を渡る横断的な知識を持ちながら，情報技術を活用

することができる人材の需要は高い。 

また，地域的に見ると，九州地区は主要産業として，半導体，自動車，環境リサイクル・再生可能エ

ネルギー関連，医療・バイオ関連があげられ，特に，半導体産業，自動車産業の重要な拠点となってい

る。これらの産業には，様々な工学的な知識や技術が必要であり，そうした素養のある高度技術者の供

給が産業を支える上で不可欠である。さらに，本研究科が所在する北九州市は産業都市としての歴史が

あり，エネルギーや環境技術に関する研究が盛んな地域である。同市は「環境未来都市」としての取組

を進めており，持続可能な社会の実現に向けた技術を支える高度技術者の育成も求められている【資料

１】。 

このように，新しい専攻の設置は，社会的，全国的，地域的な動向と合致しており，産業界や社会の

人材需要に応え，課題解決に貢献することができるものと考えられる。 
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【資料 1 九州の特徴的な産業 （出典）経済産業省九州経済産業局 九州のビジネス投資・投資環境 

-主要産業，経済・貿易データ- 2023．3 更新】 

 

②中長期的な 18 歳人口等入学対象人口の全国的，地域的動向の分析 

新設組織の主な入学対象者は，（A）九州工業大学工学部または情報工学部卒業見込者（以下，「本学出

身者」）（B）高等専門学校専攻科修了見込者（以下，「高専出身者」）（C）他大学の卒業見込者（以下，「他

大学出身者」（D）留学生である。特に，(A)と(B)の合計数が入学者数の約 70％～75％を占め，学生確保

に重要な属性となっている。 

文部科学省による試算 (18 歳人口及び高等教育機関への入学者・進学率等の推移：

https://www.mext.go.jp/content/20240531-mxt_chousa01-000036236-22.pdf)では，令和 8(2026）年度

の 111 万人から令和 18(2036)年度には 94 万人に減少するとされている。また，文部科学省参考データ

集（https://www.mext.go.jp/kaigisiryo/content/000262485.pdf）の「大学進学者数等の将来推計につ

いて」では，2026 年以降は 18 歳人口の減少に伴い，大学進学率が上昇しても大学進学者数は減少局面

に突入すると予測されている。 

18 歳人口の減少により，主な入学対象である（A），（B）への影響は避けることができないが，（A）の

母数となる本学工学部及び情報工学部への入学者については，今回本学が提出する工学部及び情報工学

部の「学生の確保の見通し等を記載した書類」に記載のとおり入学者の確保可能と見込んでいる。（B）

の母数となる高等専門学校専攻科の入学者についても，本研究科への進学実績の大多数を占める国立高

等専門学校は，令和 5 年度における業務実績評価（１）入学者確保において「評定：Ａ」「補助評定：Ａ」

を受け，中学校卒業者（全体）の増減率が 5％減となる状況下で，前年度を上回る入学者数を確保し，

定員充足率も前年度に比べて微増となっている【資料２】。国立高等専門学校が，学生募集活動に注力

し，併せて教育の高度化を推進していることから，本科の入学定員の 10％程度とされる専攻科の入学者

は確保されるものと見込んでいる。 

学部及び高等専門学校専攻科からの大学院進学については，令和 5 年度学校基本統計（学校基本調査

の結果）によると，大学院の在学者数は 265，977 人で，前年度より 4,195 人増加（増加率 1.6％）して

おり【資料３】，博士前期課程（修士課程）入学者の推移は，減少する 18歳人口の推移と必ずしも連動

していないということが分かる。生産人口が減少に転じる中，社会システムを維持するために，高度な

研究開発が必要となっている社会背景から，今後の大学院進学率の伸びが期待される。 

これらのことから，(A),(B)の母数は確保され，大学院進学率の上昇または維持により，新設組織に

おいて，約 70～75％の入学者を確保することができると判断する。残りの約 30％～25％を他の属性で

確保する必要があるが，④で示す本研究科の入学実績から可能と判断する。 

【資料 2 独立行政法人国立高等専門学校機構の令和 5年度における業務の実績に関する評価】 

【資料 3 令和 5 年度学校基本調査調査結果ポイント 表 2高等教育機関の学校数，在学者数，教員数】 

 

③新設組織の主な学生募集地域 

本学は，国内にある国立の工業系単科７大学の１つであり，工学分野に特化した特色ある教育研究を

行っていることから，全国的な学生募集を行っている。過去の実績からも，様々な地域から入学してい

ることが分かる【資料４】。（２）②に既述のとおり，18 歳人口の減少が大学進学率の上昇を凌ぐ速さで

進むことから，今後も，広範囲の地域で学生募集活動を展開する計画であるが，過去の入学実績や統計

データを考慮すると，注力する必要があるのは，九州地区と考えている。特に，本学が所在する福岡県

https://www.mext.go.jp/content/20240531-mxt_chousa01-000036236-22.pdf
https://www.mext.go.jp/kaigisiryo/content/000262485.pdf
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は，18 歳人口減少率が低く，大学進学時の地元残留率が高い重点地域である【資料５】。また，大学の

進学率，特に女子の進学率が低く，潜在的な大学進学者が見込まれる九州南部は，学部のみならず大学

院の学生募集においても今後更に力を入れていきたい地域と考えている。 

【資料 4 博士前期課程入学者の出身地域に関する資料】 

【資料 5 リクルート進学総研 【全国版】18歳人口予測，大学・短大・専門学校進学率，地元残留率

の動向 2022】 

 

④既設組織の定員充足の状況 

表１に生命体工学研究科博士前期課程の過去５年間（2020 年度～2024 年度）の定員充足状況，表２に

平均志願者数と学内外の内訳を示す。過去５年間の志願者数の平均は 172 名となっており，志願者倍率

の平均は 1.41 倍となっている。博士前期課程の本学出身者の割合の平均と他大学等（他大学，高専専

攻科，留学生等）の割合の平均は同等（約５割程度ずつ）であり，他大学等の割合が増加傾向にある。

このことから，新設組織における今後の定員充足の見込みは問題ないものと考えられる。 

 

＜表１．既設専攻の過去５年間の定員充足状況の推移＞ 
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＜表２．平均志願者数と学内外の内訳＞ 

 

 

（３）学生確保の見通し 
①学生確保に向けた具体的な取組と見込まれる効果 

ア 新設組織における取組とその目標 

既設組織における以下の取組を新設組織でも引き続き実施し，新設組織の認知度を高める。また，大

学低学年から大学院進学の意識づけ，女子学生の大学院進学意欲向上を促す内容を加えていく。 

 

a)オープンキャンパス及び研究室訪問 

毎年 5 月上旬に生命体工学研究科単独でオープンキャンパスを開催し，2024 年度は過去最高の 200

名弱の参加者があった。研究科の各研究室が 1 階ロビーにブースを設け研究室紹介を実施しており，

生命体工学研究科の幅広い研究分野を一度に知ることができる場を提供している。また，研究室・実

験室の公開や実験・ロボットのデモンストレーション，入試相談等を実施し，いずれも参加者から好

評を得ている。本学学部生の参加を促すために，キャンパス間のシャトルバスの運行，学部講義内で

の宣伝，キャンパス内にチラシの掲示を行っている。 

研究室訪問はホームページから随時受付しており，希望された複数研究室の見学をコーディネート

したり，オンラインでの見学を実施したりしている。 

 

b)入試説明会 

毎年 5月下旬・7 月下旬・3 月下旬に生命体工学研究科で入試説明会を実施している。入試に関する

説明だけでなく，広報・学生募集部会長による講演及び研究室見学会を実施しており，入試の出願前

に，希望研究室の教員との面談の機会を設けることで，研究内容のミスマッチを防ぐことにも繋がっ

ている。 
また，11月には主に学部３年生以下を対象に，九州工業大学の３大学院合同で大学院説明会を実施

しており，大学院への進学を勧める取組を実施している。 

 

c)高専訪問 

春と秋の 2 回もしくはどちらか一方の時期に，九州を中心に全国の高専へ本研究科の教員を派遣し

て，本研究科についての説明会を実施している。出身学生を同行させたり活躍例等を伝えたりするこ

とで，本研究科への進学イメージを具体化し学生確保の効果が得られている。 また，2024 年度入試か
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ら導入した高等専門学校推薦選抜の受験を呼びかける機会にもなっている。 

 

d)ホームページでの情報発信 

九州工業大学公式ホームページ及び研究科ホームページで，今回の改組に関する概要をまとめた資

料を公開しており，改組の方針や改組後の体制を紹介している。今後も改組に関するより具体的な情

報を適切な時期に順次公開し，さらに，改組によって，入学する学生にどのような新しい付加価値を

もたらすかを伝えていく 

本研究科のホームページでは入学希望者向けの専用ページを設けており，入試情報，研究室見学，

教育・研究内容，キャンパスライフ，修了後の進路等を紹介している。また，研究科独自のパンフレッ

トを毎年作成し，配布及びホームページでの公開を行っている。研究科の特色，教員紹介，就職分野，

学生からのメッセージ等を 1 冊にまとめ研究科の魅力を PRしている。 

 

e)SNS での広報 

本研究科ではソーシャルメディアである YouTube，X，LINE で公式アカウントを管理運営しており，

本研究科に関する情報を広く，タイムリーに社会に発信している。説明会やオープンキャンパス等の

イベント参加者へのアンケート結果によると，イベント情報の入手経路として，X または LINE を挙げ

る参加者が年々増加している。SNS の利用が当たり前となった現代で，SNS を活用した情報発信は学生

確保の一助となることが期待できる。 

 

f)その他の学生確保に向けた取組（海外でのリクルート活動等） 

１）高専生について 

2021 年度から高専生のインターンシップ受け入れを実施している。高専生は研究科が提示する実習

テーマの一覧から希望するテーマを選択でき，期間や実施形態等は担当教員が申込者の希望にあわせ

て柔軟に対応している。近年は定員を設けて旅費支援（2024 年度は 50 名）をしているが，定員を大幅

に超える参加者数となっている。カーロボ AI 連携大学院でも高専・学部インターンシップを実施して

おり，毎年 20名程度の高専生や他大学学部生の受け入れをしている。 

２）留学生について 

九州工業大学では国際交流が盛んに行われており，本研究科の教員も海外の協定校や自身が研究な

どで連携している大学等を訪れ，留学生のリクルート活動を実施している。また，協定校からの短期

訪問学生等，非正規生の受入れも積極的に行っており，留学生の正規入学者確保に繋がっている。ま

た，継続的に実施している国費留学生優先配置特別プログラムやダブルディグリープログラムにより，

本研究科の特色ある教育を海外学生にアピールしていく。 

３）社会人について 

リカレント教育への対応として，長期履修制度の活用，遠隔による講義や研究指導の実施，訪問旅

費の補助等により，学位取得を目指す社会人への支援を行っている。また，本研究科の特色である分

野融合的な研究領域は，工学系出身者以外（たとえば医療・看護系など）の社会人学生を受け入れる

素地があり，今後より幅広い分野からの学生確保に繋げていくことも可能である。 

４）女子学生について 

本学では理工系に進学する女子学生を増やしていくための次世代育成活動として，「工学女子シンポ

ジウム」というイベントを実施している。本研究科の女子学生もプレゼンテーターとして参加し，工
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学の魅力を発信するとともに，本研究科の PR も行っている。 

 

イ 当該取組の実績の分析結果に基づく，新設組織での入学者の見込み数 

新設組織の入学対象者は，（２）②に記述のとおり，（A）本学出身者，（B）高専出身者，（C）他大学出

身者，（D）留学生である。 

（A）本学出身者について，本研究科は学部のない独立研究科のため，本学の学部 3 年生以下の低学

年生に研究科を知ってもらうことが入学定員確保に繋げるために重要であると考えられる。そのための

取組として，入試説明会では受験希望者を対象とした入試説明だけではなく，広報・学生募集部会長か

ら低学年生にも役立つ内容の講演を実施しており，1～3 年生の参加者もあった。2024 年 5 月に実施し

たオープンキャンパスでは 90 名以上（全参加者数の約５割）が本学の学部生であり，そのうち３年生

の参加が最も多かった。改組後も引き続き低学年生にも目を向けて，研究科の魅力を PR し，大学院へ

の進学を勧める機会を設けることが効果的であると考えられる。 

（B）高専出身者について，高専インターンシップの受け入れは 2021 年度から本格的に開始し，2021

年度 31 名（オンラインのみ），2022 年度 53 名，2023 年度 75 名，2024 年度 68 名の参加があった。終了

後に回収している報告書では，進学意欲が高まったとの記載が多数見られた。参加した高専生が入学し

た例もあり，学生確保に繋がっている。高専訪問では本研究科の PR とともに，2024 年度入試から導入

した高等専門学校推薦選抜の受験の呼びかけをしており，2024 年度高専からの入学者は前年度から 10

名増加した。改組後も同様の取組を続けるとともに，各教員が高専と継続的に強固な繋がりをもつこと

も効果的であると考えられる。 

（C）他大学出身者については，本研究科特定の教員への興味・関心を喚起することが重要であると考

えられる。そのための取組として，現在も実施しているホームページやパンフレット，SNS での情報発

信とともに，オープンキャンパスや，入試説明会と併せて実施する研究室見学会等，希望教員との面談

の機会を多く提供することが効果的であると考えられる。 

（D）留学生については，本研究科の教員の活発的なリクルート活動により，入学者数は増加傾向にあ

る。国費留学生優先配置特別プログラムが 3 件採択されており，毎年度定員を超える応募がある。今後

も国費留学生優先配置特別プログラムやダブルディグリープログラムにより，本研究科の特色ある教育

を海外学生にアピールしていくことが効果的であると考えられる。 

 

以上の各入学対象者への取組を通じて，新設組織で入学定員の確保の見込みがあると考えている。 

 

②競合校の状況分析 

ア 競合校の選定理由と新設組織との比較分析、優位性 

競合校となる大学院として，九州大学大学院総合理工学府，奈良先端科学技術大学院があげられる。

両大学院とも工学系であること，新設組織と組織形態が類似すること，既設組織の入学対象者が出願を

検討している大学院としてあげることが多いことから，比較のための大学院として選定した。 

各大学院ともに，1 専攻化による教育研究の分野融合を推進しているが，学府等の成り立ちを反映し，

九州大学大学院総合理工学府は「物質・エネルギー・環境」を，奈良先端科学技術大学院は「情報科学・

バイオサイエンス・物質創成科学」をキーワードとして掲げており，本研究科が掲げる「生命体工学」

とは特色に違いが見受けられる。 

新設組織の優位性は，研究テーマ，産学連携，国際化，就職の点であげることができる。 
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先ず，研究テーマが多様である点があげられる。「生命体の原理を知り，その原理を技術化する」とい

う理念の下，既設組織では様々なアプローチにより，生命体工学という特徴的な学問分野を掘り下げて

きた。その結果，研究テーマは，ロボティクス，AI の他，バイオメカトロニクス，バイオマテリアル，

ヒューマンインターフェース等々，幅広い分野に広がっている。新設組織では，1 専攻化により従来と

異なるアプローチが生まれ，さらに多様性・新規性に富んだ研究テーマが生まれることが期待される。 

次に，産業界との強い連携も特徴の一つである。産業界や地元企業との連携が強く，実践的な研究や

インターンシップの機会を豊富に提供することができる。これにより，学生は実社会での経験を積み，

即戦力としての能力を身につけることができる他，起業の機会にも恵まれる。北九州学術研究都市に立

地していることも強みで，カーロボ AI 連携大学院等【資料６】の産学連携プロジェクトも活発である。 

さらに，国際化の面でも，3 つの教育プログラムが「国費優先配置を行うプログラム」に採択されて

おり【資料７】，優秀な外国人留学生と日本人学生が交流を深めながら，ともに学修できる環境が整って

いる。 

最後に，安定した高い就職率があげられる【資料８】。同窓会組織と連携したキャリア支援が充実して

おり，キャリア支援室では，企業とのマッチングイベントや就職セミナーが定期的に開催されている。 

【資料６ カーロボ AI連携大学院に関する資料】 

【資料７ 国費優先配置を行うプログラムに関する資料】 

【資料８ 就職率に関する資料】 

 

イ 競合校の入学志願動向等 

競合校の定員充足率を整理した【資料９】。各大学院の博士前期課程について，過去３年間，定員充足

率は 100%を超えている。これは，工学系の学問分野で，組織形態が類似する新設組織への進学のニーズ

が高い状況を示しているものと考えられ，新設組織において入学定員を十分充足できるものと判断する

ことができる。 

【資料９ 競合校の定員充足率に関する資料】 

 

ウ 新設組織において定員を充足できる根拠等 

競合校の定員充足の状況を調査したところ，前述のイ競合校の入学志願動向等のとおり，工学系の博

士前期課程（修士課程）への進学ニーズが高い状況を示している。また，③で詳細を記載するが，今回

本研究科が実施した「学生確保に関するアンケート調査」において，博士前期課程については定員充足

が十分見込める結果を得ており，入学定員が十分充足できるものと判断した。 

 

エ 学生納付金等の金額設定の理由 

新設組織の学生納付金は、授業料年額 535,800 円、入学料 282,000 円である。これは、「国立大学等

の授業料その他の費用に関する省令」で規定する国立大学法人の標準額と同一であり、近隣の国立大学

法人と同額の妥当な設定である。 

 

③学生確保に関するアンケート調査 

新設組織への入学対象者は，（A）本学出身者，（B）高専出身者，（C）他大学出身者，（D）留学生が想

定される。今回，新設組織の受験者からのニーズを把握するため，（A），（B）の一部に対するアンケート

調査を実施した。 
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（A）本学工学部及び情報工学部の 2026 年度及び 2027 年度卒業見込者へのアンケート調査結果は，【資

料 10】に示すとおりである。同調査を通じて，各年度ともに進路希望で「①大学院に進学」を選択した

割合は回答者全体の 63％であった。過去 5 年間に渡って学内進学率は上昇しており，将来的に学内進学

率は 65％程度で推移すると予測される。学部の入学定員の合計 941 名，中途退学者，留年者を考慮する

と，約 600 名程度が本学大学院博士前期課程に進学し，内，10％にあたる 60 名が新設組織に入学する

ことが見込まれる【資料 11】。これにより新設組織の入学定員の約 50％を充足することとなる。 

続いて，（B）高等専門学校の 2026 年度及び 2027 年度の修了見込者へのアンケート調査結果【資料 12】

に基づき，傾向を分析する。2026 年度修了見込者は進路希望で「①大学院に進学」を選択した割合が全

体の 49％，2027 年度修了見込者は「①大学院に進学」が 34％であった。このことから，将来，専攻科

在籍者の内，実際に大学院に進学する者は概ね 40％程度の傾向と予測される。また，受験希望調査で，

大学院進学希望者の内，「①第一志望として受験したいと思う」と回答した 15％の層は，入学者として

確保できる可能性が高く，「②第二志望以降として受験したいと思う」と回答した 40％の層は，受験希

望はあるものの，未だ進路を決めかねている状況との傾向が予測される。 

これらの傾向を，本研究科への進学が見込まれる高等専門学校にあてはめて分析すると，協定校及び

2024 年度入学実績がある高専（協定校除く）専攻科入学定員合計は 334 名【資料 13】で，その 40％の

133 名が大学院に進学すると見込むことができる。更に，大学院進学希望者の内，第１志望とした 15％

の 19 名が本研究科の入学者として確保することができ，40％の 53 名が受験検討中ということになる。

受験検討中の層の動向は予測が難しいが，（３）①に記載したとおり，本研究科は高等専門学校に対して

積極的な広報を展開していることから，受験検討中の層から 20％～30％（10 名～15 名）の入学者を確

保可能と見込まれる。これらのことから，高等専門学校から 30 名程度が入学すると見込むことができ，

これは新設組織の入学定員の 25％を充足することとなる。 

(A)と(B)を合計して入学定員の 75％を充足し，残りを他大学出身者，留学生，その他の属性で埋めるこ

とになるが，過去の入学実績から問題なく充足できる範囲と考えられる。 

【資料 10 本学学部学生へのアンケートに関する資料】 

【資料 11 本学学内進学に関する資料】 

【資料 12 高等専門学校学生へのアンケートに関する資料】 

【資料 13 高等専門学校協定校及び入学実績校一覧】 

 

 

④人材需要に関するアンケート調査等 

新設組織で養成する「工学における専門分野の深い知識と分野間を渡る横断的な知識を持ちながら，

情報技術を活用することができる人材」は産業界から強く要望されている。 

今回，本学から就職した実績のある企業・団体へのアンケート調査を実施した。設問及び調査結果は

【資料 14】のとおりである。 

博士前期課程を 1 専攻化する改組内容について，「①とても興味がある」が 33％，「②興味がある」が

62％，95％の企業・団体が新設組織の設置計画に関心を持っていることが分かる。 

具体的に，新設組織に置く４コースについて，自組織の求める人材像と適合するかについての設問に

おいて，「①とても適合する」，「②適合する」を合わせた割合は，脳情報・ロボットコースが 85％，AI

ライフデザインコースが 91％，生体医工イノベーションコースが 49％，環境・エネルギーコースが 69％
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であった。生体医工イノベーションコース及び環境・エネルギーコースがやや低い割合となっているが，

今回，回答企業・団体の業種が製造業や情報通信業が中心となっており，コースの名称が与えるイメー

ジが影響したものと考えらえる。今後，広報活動を通して，あらゆる産業に適合する人材育成を行って

いることを積極的に発信する計画である。また，修了生の採用意向についての設問において，「①是非

採用したい」，「②前向きに検討したい」を合わせた割合は，脳情報・ロボットコースが 94％，AI ライ

フデザインコースが 93％，生体医工イノベーションコースが 81％，環境・エネルギーコースが 88％と

なり，総じて高い割合であった。 

これらのことから，新設組織は人材需要に応える組織であるこということができる。 

【資料 14 企業・団体へのアンケート調査に関する資料】 

 

（４）新設組織の定員設定の理由 
新設組織の入学定員は 122 名とする。これは，（2）④で示した既設組織の定員充足状況，（3）④で言

及した学生確保に関するアンケート調査を踏まえた定員設定である。 

また，本学が設立した出資子会社である（株）Kyutech ARISE （https://www.kyutech-arise.co.jp/）

は，本学の教育リソースを活用して，社会人向けのリカレント教育やリスキリング教育，研修，就業支

援等を提供するプラットフォームであるが，本研究科から教育リソースを提供することで，将来的に，

サービスを利用した社会人が本研究科の教育研究に興味を持ち，学位取得のために入学するといった新

たなルートも開拓していく計画である。 

これらのことから，新設組織の定員設定は妥当であるということができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.kyutech-arise.co.jp/
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